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（証券コード　1992）
2 0 2 1  年  ６  月  ７  日

株 主 各 位
東京都千代田区神田富山町24番地

代表取締役社長 神 部 雅 人

第84期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申しあげます。

さて、当社第84期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し
あげます。

なお、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、ご出席についてはできるだけお控えいただき、
書面による議決権の行使をご検討ください。その際は、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検
討の上、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2021年６月28日（月曜日）
午後５時30分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 2021年６月29日（火曜日）午前10時
２．場 所 東京都千代田区神田富山町24番地　当社７階会議室
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第84期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）事業報告、連結計算
書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第84期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）計算書類報告の件
決 議 事 項

第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役７名選任の件
第３号議案 会計監査人選任の件
第４号議案 役員賞与支給の件
第５号議案 当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）継続の件

以　上

－ 1 －

株主各位



2021/05/31 14:18:51 / 20700509_神田通信機株式会社_招集通知（Ｃ）

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。

当社は、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、提供すべき書面のうち事業報告の「会社支配に
関する基本方針」、連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」及び計算書類の「株
主資本等変動計算書」「個別注記表」につきましては、インターネット上の当社ウェブサイト
（https://www.kandt.co.jp/）に掲載しておりますので、本株主総会招集ご通知の添付書類には記
載しておりません。

従いまして、本定時株主総会招集ご通知添付書類は、監査役が監査報告を、会計監査人が会計監査
報告を作成するに際して監査をした連結計算書類又は計算書類の一部であります。

なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、当社
ウェブサイトに掲載させていただきます。

新型コロナウイルス感染症の流行に関連し、株主の皆様におかれましては、株主総会開催日時点での流行状況
やご自身の体調をご確認の上、来場の是非を慎重にご検討いただきますようお願い申しあげます。
来場される際にはマスク着用などの感染予防にご配慮いただきますようお願い申しあげます。
また、感染予防策として受付時のアルコール消毒や検温の実施、スタッフはマスク着用にて対応させていただ
く場合がありますのでご理解、ご協力いただきますよう、お願い申しあげます。

当社では株主総会ご来場の株主様へのお土産の配布はございません。
何卒ご理解いただきますよう、お願い申しあげます。
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（添付書類）

事　 業　 報　 告

( 2020年 4 月 1 日から )2021年 3 月31日まで

１．企業集団の現況
（１）当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う、緊急事態宣

言の発出により、社会・経済活動が急速に停滞しました。緊急事態宣言解除後、経済活動は徐々
に再開されていましたが、一部地域では緊急事態宣言が再発出される等、収束の兆候が見られ
ず、先行きは依然として不透明な状況が続いております。

このような経営環境のもと、当社グループは新型コロナウイルス感染拡大の影響に対し、営
業活動の制限や工事材料の不足、建築工事自体の中止・延期等の影響が出るとの予測から、当
社内での大幅な経費削減や投資の先送り等の施策を踏まえ、相当のリスクを見込んだ上で業績
予測を立て事業を展開してまいりましたが、幸いにして当初予測に際して懸念した事項への影
響は大きくなく、概ね通常期と同様の水準での施工が可能となりました。

売上高につきましては、上記に加えて官公庁や医療機関等における新型コロナウイルス感染
症に対応するための工事、ＧＩＧＡスクール等のオンライン強化のためのインフラ工事、景気
浮揚策に伴う工事、増収企業等による設備投資工事の増加等の要因から、計画を上回る結果と
なりました。利益につきましては、施工部門の集約化による効率的な施工が可能となったこと
やそれに伴う費用の削減、また、従来期末に集中していた工事が通年で平準化され、稼働状態
が維持されたことから無駄を生じさせない施工が可能となり、業績予測を上回る結果となりま
した。

上記より、当連結会計年度における売上高は65億45百万円(前年同期比10.1％増)となり、
営業利益は４億97百万円(前年同期比112.0％増)、経常利益は５億68百万円(前年同期比
88.9％増)、親会社株主に帰属する当期純利益は３億31百万円(前年同期比69.8％増)となりま
した。

事業の部門別の業績は次のとおりであります。

－ 3 －

当事業年度の事業の状況
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〔情報通信事業部門〕
　従来のネットワークインフラの設計・提案・構築、自社ブランドパッケージソフトの提案、
販売及びハード、ソフトのサポートサービスに加えて、「働き方改革」をキーワードとした、
お客様の問題解決につながるソリューション提案を積極的に展開いたしました。
　その結果、当部門の売上高は59億65百万円(前年同期比15.3％増)、営業利益は４億32百万
円(前年同期比179.0％増)となりました。

〔照明制御事業部門〕
　ＤＡＬＩ制御による照明制御システムの設計・販売・施工を軸として、大型テナントビルや
大手ＩＴ企業、ホテルを中心に積極的にビジネスを展開いたしましたが、新築案件中心の営業
スタイルから脱却できず、短納期案件の受注が不足しました。
　その結果、当部門の売上高は５億16百万円(前年同期比26.9％減)となり、営業利益は27百
万円(前年同期比35.8％減)となりました。

〔不動産賃貸事業部門〕
　不動産の賃貸を事業としており、売上高は62百万円(前年同期比0.6％減)、営業利益は37百
万円(前年同期比1.2％減)となりました。

②　設備投資の状況
該当事項はありません。

③　資金調達の状況
　該当事項はありません。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　該当事項はありません。

－ 4 －

当事業年度の事業の状況
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（２）直前３事業年度の財産及び損益の状況

区　分
第　81　期 第　82　期 第　83　期 第　84　期

(当連結会計年度)
( 自2017年 4 月 1 日 )至2018年 3 月31日 ( 自2018年 4 月 1 日 )至2019年 3 月31日 ( 自2019年 4 月 1 日 )至2020年 3 月31日 ( 自2020年 4 月 1 日 )至2021年 3 月31日

売 上 高 (千円) 5,850,420 6,225,589 5,944,830 6,545,023
経 常 利 益 (千円) 227,874 278,188 300,702 568,017
親 会 社 株 主 に
帰属する当期純利益 (千円) 151,025 290,827 195,477 331,855

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円) 188.40 362.91 81.31 137.51
総 資 産 (千円) 7,142,552 6,811,458 6,688,873 8,132,752
純 資 産 (千円) 3,703,629 3,926,821 4,002,700 4,469,222
１株当たり純資産 (円) 4,621.23 4,900.18 1,665.12 1,846.99
(注)１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づいて算出しております。

２．第81期の１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産については、2017年10月１日付で普通株式10
株につき１株の割合で株式併合を行ったため、第81期の期首に株式併合が行われたと仮定し算定してお
ります。

３．第83期の１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産については、2019年11月１日付で普通株式１株
につき３株の割合で株式分割を行ったため、第83期の期首に株式分割が行われたと仮定し算定しており
ます。

（３）重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

日 神 電 子 株 式 会 社 50,000千円 100.0％
無線通信装置・システム並びに映像・
防犯監視装置・システム関連機器等の
設計・施工・保守

－ 5 －
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（４）対処すべき課題
　当社の主力事業であるＰＢＸ市場は、世の中のシステムのクラウド化の流れ同様に、ＰＢＸの
クラウド化が進み、さらに５Ｇの環境整備による高速大容量の通信環境が充実されることで、そ
の流れがさらに加速するとともに、市場規模が相対的に縮小すると想定されます。しかしながら
その一方で、既存設備の継続活用や従前の機能保持のニーズも存在し一定規模のＰＢＸ市場は今
後も残っていくと予想しております。そのような中で情報通信事業、照明制御事業においては顧
客満足度向上の観点から提供するサービス内容やそれに伴う価値の見直しなどを図るとともに、
効率的なオペレーションによる原価低減や働き方改革による従業員の活動の活性化を図るなど収
益率の向上に努めてまいります。また、新規事業として、あらゆる設備を一元管理するためのシ
ステム「マルチゲートウェイ」の展開を主軸とし、その利便性を武器に情報通信・制御システム
などの得意分野を活かした上で、他社との連携による需要の掘り起こしなど、あらゆる施策を駆
使した事業拡大を図ってまいります。
　このようにして、強固な受注基盤の実現を図るとともに、事業効率向上のための組織改革や人
材の育成、事業改革を継続して実施し、経営の効率化を高め業績の向上に資する所存であります。
　株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご理解とご支援を賜りますようお願い申しあげ
ます。

（５）主要な事業内容（2021年３月31日現在）
部 門 内 容 事 業 の 内 容

情 報 通 信 事 業 部 門

電話交換設備、各種ネットワークシステム、情報システムの企画・提案・構
築等、及びサポートサービス
情報機器及びソフトウェアの販売
無線関係、CCCV、放送装置等電子機器の販売・設計・施工・保守

照 明 制 御 事 業 部 門 照明制御システムの企画・提案・構築等、及びサポートサービス

不 動 産 賃 貸 事 業 部 門 不動産の賃貸

－ 6 －
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（６）主要な営業所（2021年３月31日現在）
①　当社

本 社 東京都千代田区

情 報 通 信 事 業 本 部 東京都千代田区

千 葉 支 店 千葉県千葉市

北 関 東 支 店 埼玉県さいたま市

大 阪 支 店 大阪府吹田市

立 川 支 店 東京都立川市

②　子会社
日 神 電 子 株 式 会 社 本社（東京都文京区）、北関東支店（埼玉県さいたま市）

（７）使用人の状況（2021年３月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況
事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

情 報 通 信 事 業 193名 11名減

照 明 制 御 事 業 24名 4名増

全 社 （ 共 通 ） 42名 1名減

合 計 259名 8名減

(注)　使用人数は就業員数であります。

②　当社の使用人の状況
使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

219名 5名減 43.1歳 19.8年

(注)　使用人数は就業員数であります。

－ 7 －

主要な営業所、当社の使用人の状況



2021/05/31 14:18:51 / 20700509_神田通信機株式会社_招集通知（Ｃ）

（８）主要な借入先の状況（2021年３月31日現在）
借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 110,000千円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 50,000千円

（９）その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。

２．株式の状況（2021年３月31日現在）
（１）発行可能株式総数 8,055,000株
（２）発行済株式の総数 2,623,227株
（３）株主数 1,468名
（４）大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
佐 藤 　 正 288,000株 11.90％
光 通 信 株 式 会 社 237,400株 9.81％
佐 山 浄 徳 228,507株 9.44％
神 田 通 信 機 従 業 員 持 株 会 124,874株 5.16％
株 式 会 社 U H P a r t n e r s 2 112,800株 4.66％
平 野 博 美 112,700株 4.66％
松 　 丸 　 美 佐 保 82,083株 3.39％
神 部 雅 人 78,716株 3.25％
水 元 公 仁 69,200株 2.86％
佐 藤 久 世 61,200株 2.53％

(注)１．当社は、自己株式203,493株を所有しておりますが、上記には記載しておりません。
２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

（５）当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況
株式数 交付対象者数

取締役（社外取締役を除く） 11,502株 3名

３．新株予約権等の状況
該当事項はありません。

－ 8 －

主要な借入先の状況、その他会社の現況に関する重要な事項、株式の状況、新株予約権等の状況
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４．会社役員の状況
（１）取締役及び監査役の状況（2021年3月31日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
代 表 取 締 役 社 長
社 長 執 行 役 員 神 部 雅 人
代 表 取 締 役 専 務
専 務 執 行 役 員 小 笹 嘉 治
取 締 役
執 行 役 員 森 川 幸 一 情報通信事業本部長

取 締 役 前 島 啓 一

取 締 役 橋 本 　 光 ＩＭＶ株式会社　社外監査役
株式会社Ｃ＆Ｇシステムズ　社外取締役

取 締 役 土 生 哲 也 土生特許事務所　所長
株式会社ＩＰＶ研究所　代表取締役

取 締 役 杉 岡 久 紀 日神電子株式会社　代表取締役社長

常 勤 監 査 役 小 栗 洋 三

監 査 役 大 　 塚 　 有 希 子
安達社会保険労務士事務所　パートナー
慶應義塾大学システムデザイン・マネジメント研究科
　講師

監 査 役 東 　 志 穂 第一芙蓉法律事務所　パートナー
(注)１．取締役前島啓一氏、橋本光氏及び土生哲也氏は社外取締役であります。

２．監査役大塚有希子氏及び東志穂氏は社外監査役であります。
３．当社は、社外取締役及び社外監査役の全員を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、届

け出ております。

　当社は執行役員制度を導入しており、2021年3月31日現在における取締役兼務者を除く執行役員
は、次のとおりであります。

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当
執 行 役 員 廣 瀬 　 孝 大阪支店長
執 行 役 員 磯 田 滋 文 本社事業支店長
執 行 役 員 畑 中 　 猛 情報通信事業本部副本部長
執 行 役 員 田 辺 正 行 管理本部長

－ 9 －
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（２）役員報酬等の内容の決定に関する方針等
　当社の役員の報酬は、株主価値と企業価値の持続的な向上への意欲、社会の持続的な発展へ
の貢献意識、倫理観を備えた経営者人材たるためのインセンティブとして十分に機能するよう
にした報酬体系とし、個々の役員の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とする
ことを基本方針としております。
　個人別の報酬等につきましては、報酬の種類は基本報酬、賞与、株式報酬とし、役位、職務、
業績、他社の水準、従業員の給与の水準等から総合的に勘案し、株主総会で決議いただいた範
囲内で取締役会の決議により報酬額を決定しております。
　業績連動報酬等につきましては、短期インセンティブとして役員賞与を事業業績に応じ評価
項目より算出し、株主総会において決議いただいた上で決定しております。なお、評価として
は、受注、売上、利益等の株主価値指標、目標達成度、部下の育成、戦略・重点事項の進捗を
図る戦略的価値指標、経営改革課題の進捗度による制度改革指標を用いて評価しております。
　非金銭報酬等につきましては、長期インセンティブとして、長期間(30年間)を譲渡制限とし
て設定した譲渡制限付株式を取締役(社外取締役は除く）に対し付与することとしております。
算出方法については各自の基本報酬に一定の割合にて算出した額を基にした株式数を付与する
ことを株主総会において決議いただいた報酬額及び株式数の範囲内で決定しております。

（３）当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 報酬等の総額
報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額 員

数基 本 報 酬 業 績 連 動
報 酬 等 非金銭報酬等

取 締 役
（うち社外取締役）

84,355千円
(9,830千円)

58,389千円
(7,590千円)

15,753千円
(2,240千円)

10,213千円
(－)

6名
(3名)

監 査 役
（うち社外監査役）

16,281千円
(3,412千円）

12,876千円
(2,580千円)

3,405千円
(832千円)

－
(－)

3名
(2名)

合 計
（うち社外役員）

100,636千円
（13,242千円）

71,265千円
(10,170千円)

19,158千円
(3,072千円)

10,213千円
(－)

9名
(5名)

(注)１．上記の員数には、無報酬の取締役１名を除いております。
２．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
３．業績連動報酬等は、2021年6月29日開催の第84期定時株主総会において付議いたします役員賞与であ

り、事業業績に応じ各役位の報酬に対して一定の割合を乗じた額で算出されております。
４．非金銭報酬等は、当社の譲渡制限付株式であり、各役位の基本報酬に対し、各役位に応じた割合にて算

出した金額より付与する株式数を算出しております。また、当事業年度における交付状況は「２．(5)
当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況」に記載しております。

－ 10 －

会社役員の状況



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2021/05/31 14:18:51 / 20700509_神田通信機株式会社_招集通知（Ｃ）

５．取締役の報酬限度額は、2008年6月27日開催の第71期定時株主総会において年額130,000千円以内
（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。当該決議時の取締役の員数は7名
です。また、金銭報酬とは別枠で、2020年6月29日開催の第83期定時株主総会において、株式報酬の
額として年額40,000千円以内、株式数の上限を年5万株以内（社外取締役は除く）と決議いただいてお
ります。当該決議時の取締役の員数は無報酬の取締役1名を除き3名です。

６．監査役の報酬限度額は、2008年6月27日開催の第71期定時株主総会において年額35,000千円以内と決
議いただいております。当該決議時の監査役の員数は3名です。

７．取締役会は、代表取締役社長神部雅人に対し、各取締役の基本報酬の額及び社外取締役を除く各取締役
の担当部門の業績等を踏まえた賞与の評価配分の決定を委任しております。委任の理由は、当社全体の
事業業績等を勘案しつつ、各取締役の評価を行うには代表取締役が適していると判断したためでありま
す。

（３）社外役員に関する事項
①他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役橋本光氏は、ＩＭＶ株式会社の社外監査役及び株式会社Ｃ＆Ｇシステムズの社外取締
役であります。当社と各兼職先との間には重要な関係はありません。

・取締役土生哲也氏は、土生特許事務所の所長及び株式会社ＩＰＶ研究所の代表取締役であり
ます。当社と各兼職先との間には重要な関係はありません。

・監査役大塚有希子氏は、安達社会保険労務士事務所のパートナー、慶應義塾大学システムデ
ザイン・マネジメント研究科の講師であります。当社と各兼職先との間には重要な関係はあ
りません。

・監査役東志穂氏は、第一芙蓉法律事務所のパートナーであります。当社と兼職先との間には
重要な関係はありません。

②当事業年度における主な活動状況
氏 名 主 な 活 動 状 況

前 島 啓 一
（ 社 外 取 締 役 ）

当事業年度に開催された取締役会16回のうち15回に出席し、豊富な経営経験
等の視点から議案審議等に必要な発言を適宜行っております。

橋 本 　 光
（ 社 外 取 締 役 ）

当事業年度に開催された取締役会16回の全てに出席し、豊富な経営経験や内
部統制に関する見識から議案審議等に必要な発言を適宜行っております。

土 生 哲 也
（ 社 外 取 締 役 ）

当事業年度に開催された取締役会16回の全てに出席し、弁理士としての専門
的見地から、また経営経験等の視点から議案審議等に必要な発言を適宜行って
おります。

大 　 塚 　 有 希 子
（ 社 外 監 査 役 ）

当事業年度に開催された取締役会16回のうち15回に出席、監査役会は5回全て
に出席し、学識経験者としての専門的見地から議案審議等に必要な発言を適宜
行っております。

東 　 志 穂
（ 社 外 監 査 役 ）

当事業年度に開催された取締役会16回の全てに出席、監査役会は5回全てに出
席し、弁護士としての専門的見地から議案審議等に必要な発言を適宜行ってお
ります。
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５．会計監査人の状況
（１）名称　　　　　　　　ＥＹ新日本有限責任監査法人

（２）報酬等の額
報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 26,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 26,000千円
(注)１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監

査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人
の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適
切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をい
たしました。

（３）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、

株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、

監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査
役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告
いたします。

－ 12 －
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６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
（１）業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の
適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ．　取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ社会的責任を果たすため、

コンプライアンス・ポリシーを定め、それを取締役及び従業員に周知徹底させる。
ロ．　コンプライアンスを統括する部門は、管理本部が担当し、担当取締役を置く。
ハ．　取締役及び従業員に対し、コンプライアンスに関する研修、マニュアルの作成・配付等を

行うこと等により、コンプライアンスの知識を高め、コンプライアンスを尊重する意識を醸
成する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
重要な意思決定及び報告に関しては、文書の作成、保存及び破棄に関する文書管理規程を策

定する。
③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ．　全社のリスク管理は管理本部にて統括し、担当取締役を置く。総務部はリスク管理規程を

定め、リスク管理体制の構築及び運用を行う。
ロ．　事業所長はそれぞれの事業所に関するリスクの管理を行う。本部長は、定期的にリスク管

理の状況を取締役会に報告する。
④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ．　中期経営計画を定め、会社として達成すべき目標を明確化するとともに、取締役ごとに業

績目標を明確化する。
ロ．　ユニット制を採用し、業績への責任を明確化する。

⑤ 会社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ．　グループ・コンプライアンス・ポリシーを定め、グループ全体のコンプライアンス体制の

構築に努める。
ロ．　関係会社の管理は管理本部にて統括し、関係会社規程を定め、関係会社の状況に応じて必

要な管理を行う。
ハ．　管理本部は、グループ全体のリスクの評価及び管理の体制を適切に構築し、運用する。
ニ．　グループ内取引の公正性を保持するため、グループ内取引規程を策定する。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事
項

監査室を置き、監査室に属する従業員が、監査役の補助をする。また、管理本部の所属員も
監査役の事務を補助する。
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⑦ 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項
監査室の従業員の人事異動、評価、懲戒については、予め監査役会に通知するものとし、監

査役会は必要な場合、人事担当取締役に対して変更を申し入れすることができるものとする。
⑧ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制
イ．　取締役及び監査室員は、会社に重大な損失を与える事項が発生し又は発生する恐れのある

とき、従業員による違法又は不正な行為を発見したとき、その他監査役会が報告すべきもの
と定めた事項が生じたときは、監査役に報告する。

ロ．　事業部門を統括する取締役は、監査役会と協議の上、定期的又は不定期に、担当する部門
のリスク管理体制について報告するものとする。

⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ．　従業員の監査役監査に対する理解を深め、監査役監査の環境を整備するよう努める。
ロ．　代表取締役との定期的な意見交換会を開催し、また事業部門と監査部門との連携を図り、

適切な意思疎通及び効果的な監査業務の遂行を図る。
⑩ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社は、反社会的勢力との関係を一切遮断することを目的として、反社会的勢力への対応を
所管する部署を総務部とし、警察署等関連機関と常に連絡をとりながら、反社会的勢力の経営
への関与防止、当該勢力による被害の防止等に努める。

（２）業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
① コンプライアンスに関する取り組み

　役職員のコンプライアンス意識の向上に努めるため、コンプライアンス委員会を設置し、社
内制度を整備するとともに、内部監査部門と連携し、法令及び社内制度を遵守するための取り
組みを行っております。

② リスク管理体制
　リスク管理規程を定め、リスク発生の未然防止並びにリスク管理に取り組む体制を構築して
おります。

③ 内部監査体制
　監査室により、社内各部門が法令、規程、その他社会規範等に即し、適切な業務運営がなさ
れているか、書類の確認及びヒアリング等を通じて内部監査を実施いたしております。

④ 取締役の職務執行体制
　取締役の職務の適正性及び効率性を確保するため、毎月の取締役会において取締役及び執行
役員の業務執行状況の報告に対し、審議・検討を行っております。

⑤ 監査役の監査体制
　監査役は取締役会、経営会議等の重要な協議の場に出席し、執行状況の確認を行っておりま
す。また、監査室、会計監査人等と定期的に情報交換を行い監査の実効性を高めております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2021年３月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産

現 金 預 金

受取手形・完成工事未収入金等

未 成 工 事 支 出 金

仕 掛 品

そ の 他 の た な 卸 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

4,766,928

2,690,878

1,517,185

275,812

97,704

39,921

146,470

△1,043

3,365,823

1,703,813

305,801

1,381,673

16,338

46,169

1,615,840

1,180,225

27,000

9,328

406,422

△7,136

流 動 負 債 2,436,912
支払手形・工事未払金等 1,420,013
短 期 借 入 金 200,000
未 払 法 人 税 等 165,172
賞 与 引 当 金 163,020
役 員 賞 与 引 当 金 25,475
受 注 工 事 損 失 引 当 金 3,978
そ の 他 459,252

固 定 負 債 1,226,617
リ ー ス 債 務 271,718
繰 延 税 金 負 債 61,257
退 職 給 付 に 係 る 負 債 830,261
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 41,804
そ の 他 21,575

負 債 合 計 3,663,529
純 資 産 の 部

株 主 資 本 4,070,739
資 本 金 1,310,825
資 本 剰 余 金 1,091,727
利 益 剰 余 金 1,790,307
自 己 株 式 △122,120

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 398,482
その他有価証券評価差額金 399,129
退職給付に係る調整累計額 △646
純 資 産 合 計 4,469,222

資 産 合 計 8,132,752 負 債 及 び 純 資 産 合 計 8,132,752

－ 15 －

連結貸借対照表
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連 結 損 益 計 算 書
( 自　2020年 4 月 1 日

至　2021年 3 月31日 )
（単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高 6,545,023
売 上 原 価 4,729,485

売 上 総 利 益 1,815,538
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,318,235

営 業 利 益 497,303
営 業 外 収 益

受 取 利 息 配 当 金 23,597
販 売 手 数 料 43,597
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 881
そ の 他 6,369 74,446

営 業 外 費 用
支 払 利 息 2,552
そ の 他 1,180 3,732

経 常 利 益 568,017
特 別 損 失

減 損 損 失 40,834 40,834
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 527,182
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 205,530
法 人 税 等 調 整 額 △10,203 195,327
当 期 純 利 益 331,855
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 331,855

－ 16 －

連結損益計算書
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貸　借　対　照　表
（2021年３月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産

現 金 預 金
受 取 手 形
完 成 工 事 未 収 入 金
売 掛 金
未 成 工 事 支 出 金
仕 掛 品
材 料 貯 蔵 品
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
工 具 器 具 ・ 備 品
土 地

無 形 固 定 資 産
電 話 加 入 権
ソ フ ト ウ エ ア

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
子 会 社 株 式
出 資 金
長 期 貸 付 金
破 産 更 生 債 権 等
そ の 他
貸 倒 引 当 金

3,467,928
1,888,644

73,154
1,000,649

107,546
170,333
97,704
2,509

17,988
109,527

△128
3,188,173
1,703,343

305,801
168

15,700
1,381,673

45,827
7,998

37,829
1,439,001

979,253
75,000

960
690

6,215
384,019
△7,136

流 動 負 債 1,892,174
支 払 手 形 176,330
工 事 未 払 金 691,283
買 掛 金 70,456
短 期 借 入 金 200,000
リ ー ス 債 務 71,624
未 払 金 87,082
未 払 費 用 51,403
未 払 法 人 税 等 155,950
未 払 消 費 税 等 121,254
未 成 工 事 受 入 金 25,457
前 受 金 15,180
預 り 金 45,412
賞 与 引 当 金 143,700
役 員 賞 与 引 当 金 20,475
受 注 工 事 損 失 引 当 金 3,978
そ の 他 12,583

固 定 負 債 1,131,429
リ ー ス 債 務 271,718
繰 延 税 金 負 債 61,257
退 職 給 付 引 当 金 776,877
そ の 他 21,575

負 債 合 計 3,023,603
純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,233,369
資 本 金 1,310,825
資 本 剰 余 金 1,091,727

資 本 準 備 金 328,000
そ の 他 資 本 剰 余 金 763,727

利 益 剰 余 金 952,937
利 益 準 備 金 4,310
そ の 他 利 益 剰 余 金 948,627

別 途 積 立 金 216,500
繰 越 利 益 剰 余 金 732,127

自 己 株 式 △122,120
評 価 ・ 換 算 差 額 等 399,129

その他有価証券評価差額金 399,129
純 資 産 合 計 3,632,498

資 産 合 計 6,656,101 負 債 及 び 純 資 産 合 計 6,656,101

－ 17 －

貸借対照表



2021/05/31 14:18:51 / 20700509_神田通信機株式会社_招集通知（Ｃ）

損　益　計　算　書
( 自　2020年 4 月 1 日 )至　2021年 3 月31日

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高
情 報 通 信 事 業 売 上 高 4,575,226
照 明 制 御 事 業 売 上 高 516,704
不 動 産 賃 貸 事 業 売 上 高 62,570 5,154,501

売 上 原 価
情 報 通 信 事 業 売 上 原 価 3,212,332
照 明 制 御 事 業 売 上 原 価 390,740
不 動 産 賃 貸 事 業 売 上 原 価 25,001 3,628,075

売 上 総 利 益
情 報 通 信 事 業 売 上 総 利 益 1,362,894
照 明 制 御 事 業 事 業 売 上 総 利 益 125,963
不 動 産 賃 貸 事 業 売 上 総 利 益 37,568 1,526,426

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,034,655
営 業 利 益 491,770

営 業 外 収 益
受 取 利 息 配 当 金 24,355
販 売 手 数 料 4,357
そ の 他 5,455 34,169

営 業 外 費 用
支 払 利 息 2,552
そ の 他 1,131 3,683

経 常 利 益 522,255
特 別 損 失

減 損 損 失 40,834 40,834
税 引 前 当 期 純 利 益 481,424
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 185,299
法 人 税 等 調 整 額 △11,344 173,955
当 期 純 利 益 307,465

－ 18 －

損益計算書
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
２０２１年５月２５日

神 田 通 信 機 株 式 会 社
取 締 役 会 　 御 中

ＥＹ新日本有限責任監査法人
東　京　事　務　所

指 定 有 限 責 任 社 員
業務執行社員 公認会計士 佐 野 康 一 ㊞
指 定 有 限 責 任 社 員
業務執行社員 公認会計士 飴 谷 健 洋 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、神田通信機株式会社の２０２０年４
月１日から２０２１年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、神田通信機株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に
係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に
記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結
子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結
計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任が
ある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。

－ 19 －

連結会計監査報告
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連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤
謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立
の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により
発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与え
ると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク

に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さ
らに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関
して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実
性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、
又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対
して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに
入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で
きなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成
及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを
評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分か
つ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に
関して責任がある。監査人は単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過
程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められ
ているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する
規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻
害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行
う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以　上

－ 20 －
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
２０２１年５月２５日

神 田 通 信 機 株 式 会 社
取 締 役 会 　 御 中

ＥＹ新日本有限責任監査法人
東　京　事　務　所

指 定 有 限 責 任 社 員
業務執行社員 公認会計士 佐 野 康 一 ㊞
指 定 有 限 責 任 社 員
業務執行社員 公認会計士 飴 谷 健 洋 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、神田通信機株式会社の２０２
０年４月１日から２０２１年３月３１日までの第８４期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書
類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ
る。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。

－ 21 －

会計監査報告
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計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬
による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の
立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生
する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合
理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク

に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さ
らに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査
に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し
て重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性
が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は
重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した
監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくな
る可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び
内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価す
る。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過
程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められ
ているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する
規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻
害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行
う。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　上

－ 22 －
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、2020年４月１日から2021年３月31日までの第84期事業年度の取締役の職務
の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、
以下の通り報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役からの監査の実施状況及び結果に

ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の規定に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従
い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の
整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会、経営会議、その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等から職務の執行状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要
な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会
社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の
報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するため
に必要なものとして、会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関す
る取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につ
いて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要
に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各取
組みについては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を
加えました。

④会計監査人が独立の立場を保持し、かつ適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると
ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われる事を確保するための体制」
（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年
10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を
求めました。

－ 23 －
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計
算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ
いて検討いたしました。

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部
統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべ
き事項は認められません。

④事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関
する基本方針については、指摘すべき事項は認められません。事業報告に記載されている
会社法施行規則第118条第３号ロの各取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社
の株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とす
るものではないと認めます。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人ＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
会計監査人ＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2021年5月28日
神 田 通 信 機 株 式 会 社 　 監 査 役 会

常 勤 監 査 役 小 栗 洋 三 ㊞
監査役(社外監査役) 大 塚 有 希 子 ㊞
監査役(社外監査役) 東 志 穂 ㊞

以　上

－ 24 －
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株 主 総 会 参 考 書 類

第１号議案　剰余金処分の件
　当社は、株主の皆様への利益還元を経営の最重要課題の一つと位置づけ、収益性の向上と財務体
質の強化に努めるとともに、ＲＯＥ８％を目指した業績及び中期の事業計画などを総合的に勘案し、
配当性向25％を目途として安定的な配当を継続することを基本方針としております。
　第84期の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の事業展開等を勘案いたしまして、
１株につき35円とさせていただきたいと存じます。

　　⑴　配当財産の種類
　　　　金銭といたします。
　　⑵　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　　当社普通株式１株につき金35円　　総額　84,690,690円
　　⑶　剰余金の配当が効力を生じる日

　　2021年６月30日

－ 25 －
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第２号議案　取締役7名選任の件
取締役全員（7名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役7名

の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る 当
社 株 式 の 数

１
かん
神

べ
部

まさ
雅

と
人

(1960年12月20日生)

2001年 3 月 当社立川支店長

78,716株

2004年 3 月 当社大阪支店長
2006年 2 月 当社総務部長
2006年 6 月 当社取締役総務部長
2011年 6 月 当社代表取締役社長（現任）
2013年 6 月 当社社長執行役員（現任）

２
お
小

ざさ
笹

よし
嘉

はる
治

(1955年８月５日生)

1998年 5 月 当社札幌支店長

35,162株

2000年 5 月 当社コンピュータ事業部営業部長
2004年 3 月 当社プラットフォームソリューション１グルー

プ長
2008年 9 月 当社情報通信事業本部副本部長
2009年 6 月 当社取締役情報通信事業本部副本部長兼通信統

括支店長
2009年 7 月 当社取締役情報通信事業本部長兼通信統括支店

長
2012年 9 月 当社取締役情報通信事業本部長兼制御照明事業

支店長
2013年 6 月 当社常務執行役員
2013年 9 月 当社取締役情報通信事業本部長
2017年 6 月 当社常務取締役情報通信事業本部長
2019年 6 月 当社代表取締役専務兼情報通信事業本部長
2019年 6 月 当社専務執行役員（現任）
2021年 3 月 当社代表取締役専務（現任）

３
もり
森

かわ
川

こう
幸

いち
一

(1971年３月13日生)

2014年 8 月 当社札幌支店長

4,224株

2017年 3 月 当社通信統括支店長
2018年 3 月 当社執行役員（現任）
2018年 3 月 当社本社事業支店長兼公共･交通･教育営業部長
2019年 6 月 当社取締役本社事業支店長
2020年 3 月 当社取締役情報通信事業本部副本部長
2021年 3 月 当社取締役情報通信事業本部長（現任）

－ 26 －
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る 当
社 株 式 の 数

４
すぎ
杉

おか
岡

ひさ
久

のり
紀

(1959年７月24日
生 )

1982年 4 月 日立電子株式会社入社

200株

2002年 4 月 株式会社日立国際電気業務通信営業部長
2009年10月 同社中部支社部長
2013年 4 月 同社中国支社長
2015年 4 月 日神電子株式会社社長付
2015年 5 月 同社代表取締役社長（現任）
2019年 6 月 当社取締役（現任）
（重要な兼職の状況）
　日神電子株式会社代表取締役社長

５
まえ
前

しま
島

けい
啓

いち
一

(1949年５月29日生)

1973年 4 月 三菱地所株式会社入社

－

1999年12月 同社環境設備部長
2001年 6 月 株式会社三菱地所設計設備設計部長
2003年10月 丸の内熱供給株式会社技術部長
2004年 6 月 同社専務取締役
2012年 4 月 三菱地所ビルマネジメント株式会社

（現　三菱地所プロパティマネジメント株式会
社）取締役

2015年 6 月 当社社外取締役（現任）

６
はし
橋

もと
本

 
　

ひかる
光

(1947年９月15日生)

1970年 4 月 山一證券株式会社入社

3,800株

1998年 6 月 松井証券株式会社取締役
2000年 7 月 株式会社ジャスダック・サービス（現　株式会

社日本取引所グループ）入社
2006年 6 月 同社執行役ステークホルダーズ本部副本部長兼

ＩＲ支援部長
2008年 6 月 旭ホームズ株式会社社外取締役
2008年12月 ＩＭＶ株式会社社外監査役（現任）
2010年 6 月 当社社外監査役
2011年 3 月 株式会社Ｃ＆Ｇシステムズ社外監査役
2015年 5 月 株式会社Ｃ＆Ｇシステムズ社外取締役（現任）
2016年 6 月 当社社外取締役（現任）
（重要な兼職の状況）

ＩＭＶ株式会社社外監査役
株式会社Ｃ＆Ｇシステムズ社外取締役

－ 27 －
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る 当
社 株 式 の 数

７
は
土

ぶ
生

てつ
哲

や
也

(1965年４月９日生)

1989年 4 月 日本開発銀行（現　株式会社日本政策投資銀
行）入社

700株

2000年12月 弁理士登録
2001年10月 土生特許事務所所長（現任）
2002年10月 株式会社ＩＰＶ研究所代表取締役（現任)
2016年 6 月 当社社外監査役
2019年 6 月 当社社外取締役（現任）
（重要な兼職の状況）
　土生特許事務所所長
　株式会社ＩＰＶ研究所代表取締役

(注)１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
　　２．前島啓一氏は社外取締役候補者であります。なお、当社は同氏を東京証券取引所が定める独立役員とし

て届け出ており、本議案が承認可決され、同氏が社外取締役に選任された場合、引き続き独立役員とす
る予定であります。

　　３．橋本光氏は社外取締役候補者であります。なお、当社は同氏を東京証券取引所が定める独立役員として
届け出ており、本議案が承認可決され、同氏が社外取締役に選任された場合、引き続き独立役員とする
予定であります。

　　４．土生哲也氏は社外取締役候補者であります。なお、当社は同氏を東京証券取引所が定める独立役員とし
て届けており、本議案が承認可決され、同氏が社外取締役に選任された場合、引き続き独立役員とする
予定であります。

　　５．前島啓一氏を社外取締役候補者とした理由は、豊富な経営経験と幅広い見識を有していることであり、
当社の経営全般に対してその豊富な経験・見識を反映していただくことを期待しているためであります。
なお、同氏の社外取締役としての在任期間は、本定時株主総会の終結の時をもって6年となります。

　　６．橋本光氏を社外取締役候補者とした理由は、経営に関する豊富な経験・知識及び内部統制に関する高い
見識を有していることであり、当社の経営全般に対してその豊富な経験・見識を反映していただくこと
を期待しているためであります。なお、同氏の社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもっ
て5年となります。

　　７．土生哲也氏を社外取締役候補者とした理由は、融資業務やベンチャー投資等金融業を通じて培った視点、
弁理士としての専門的見地、経営者としての経験を有していることであり、当社の経営全般にその豊富
な経験・知識を反映していただくことを期待しているためであります。なお、同氏の社外取締役として
の在任期間は、本総会終結の時をもって2年となります。

－ 28 －
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第３号議案　会計監査人選任の件

　当社の会計監査人であるＥＹ新日本有限責任監査法人は、本総会終結の時をもって任期満了により
退任されますので、新たに会計監査人の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては監査役会の決定に基づいております。
　また、監査役会がみおぎ監査法人を会計監査人の候補者とした理由は、同監査法人は会計監査人と
しての専門性、独立性および品質管理体制を有しており、当社グループの企業規模に適した効率的か
つ効果的な監査業務の遂行が期待できるとともに、同監査法人の監査報酬を合わせて総合的に勘案し
た結果、当社の会計監査人として適任と判断したためであります。
　会計監査人候補者は、次のとおりであります。

（2021年3月31日現在）
名　　　　称 みおぎ監査法人

主たる事務所の所在地 東京都千代田区飯田橋一丁目7番10号

沿　　　　革 2019年9月設立

概　　　　要

資本金　　　9,800千円

構成人員　　社員（公認会計士）　　　　 7名

　　　　　　その他職員（公認会計士）　18名
（注）同監査法人は、日本公認会計士協会の上場会社監査事務所登録制度において、本登録されてお

ります。
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第４号議案　役員賞与支給の件

　当事業年度末時点の取締役6名（うち社外取締役3名）及び監査役3名（うち社外監査役2名）に対
し、当事業年度の業績等を勘案して、役員賞与を総額19,158,000円（取締役分15,753,000円（う
ち社外取締役分2,240,000円）、監査役分3,405,000円（うち社外監査役分832,000円））を支給す
ることといたしたく存じます。
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第５号議案　当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）の継続の件

　当社は、2018年6月28日開催の第81期定時株主総会において、当社株式の大量取得行為に関する
対応策（以下「現行プラン」といいます。）を導入することにつき、株主の皆様のご承認をいただき、
同日付でこれを導入しております。
　当社は、その後も株主共同の利益及び企業価値の維持・向上の観点から現行プランの継続の必要性
を含めその在り方について検討した結果、株主共同の利益及び企業価値に対する侵害を防止するため、
2021年5月12日開催の当社取締役会において、本定時株主総会において株主の皆様にご承認いただ
くことを条件に現行プランを継続することを決定いたしました。（以下、継続後の対応策を「本プラ
ン」といいます。）
　本施策の具体的な内容については以下に記載のとおりであります。

一　当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社グループの財務及び事業の内容や当社
の企業価値の源泉を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を継続的か
つ持続的に確保、向上していくことを可能とする者である必要があると考えています。
　当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主全体の
意思に基づいて行われるべきものと考えております。また、当社は、当社株式の大量取得行為で
あっても、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであれば、これを否定するもの
ではありません。
　しかしながら、株式の大量取得行為の中には、その目的等から見て企業価値や株主共同の利益
に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対
象会社の取締役会や株主が株式の大量取得行為の内容等について検討しあるいは対象会社の取締
役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買収者の提示し
た条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との協議・交渉を必要とするもの等、対象会社
の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。
　当社株式の大量取得行為を行う者が、当社の企業価値の源泉を理解したうえで、それを中長期
的に確保し、向上させられるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損され
ることになります。
　当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量取得行為を行う者は、当
社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量取得
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行為に対しては、必要かつ相当な対抗措置を採ることにより、当社の企業価値ひいては株主共同
の利益を確保する必要があると考えます。

二　当社の企業価値の源泉及び基本方針の実現に資する特別な取組み

1. 基本的な考え方
　当社は、以下3点を経営の基本方針としています。
(1) 経営理念に基づいた経営の推進

　当社グループは、経営理念として、①社会貢献、②改革・成長、③明朗・誠実・協力の3つを
掲げ、この理念に基づいて経営を推進しています。①「社会貢献」については、当社のすべての
技術を結集し、お客様に満足される情報通信ネットワークソリューションを提供することによ
り、社会に貢献します。②「改革・成長」については、日頃から、改革・改善に取り組み、毎日
毎日の創造と絶えざる前進をし、社会の発展に寄与します。③「明朗・誠実・協力」について
は、明朗・誠実・協力を社是とし、遵法精神の下、良き企業人として活動します。

(2) 顧客インフラに対する責任
　当社の主力ビジネスである情報通信事業は、顧客にとって通信・情報の生命線であるインフラ
に関わる業務です。顧客の業務プロセスに合致したインフラ構築を行う必要があり、公共性、継
続性、安定性の維持が求められる責任の重い仕事です。当社では、中長期にわたって安全と安心
を提供し続けることを使命と捉え、この業務に取り組んでいます。
　さらに、近年、無線技術の進化やクラウド化の進展等、技術面での高度化が著しく、顧客の既
存設備を最大限に活かしたソリューションサービスを提供するためには、当社のコアな技術と先
端技術を高め続けていく必要があります。

(3) 企業価値及び株主価値の中長期的な向上
　「経営理念に基づいた経営の推進」や「顧客インフラに対する責任」を果たしていくために
は、ステークホルダーと中長期的な信頼関係を構築することが非常に重要だと認識しておりま
す。
　当社は、上場会社として、資本コストを意識した経営を行うとともに、当社の存在価値を発揮
することを通じて、企業価値及び株主価値を向上させて参ります。

2. 企業価値の源泉
　当社は、以下の4点を企業価値の源泉としております。
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(1) 信頼の社歴と財務基盤
　当社は、1947年の設立以来74年にわたって、顧客のインフラ構築と維持という業務に取り組
んで参りました。当社は販売施工（ハード）から保守サービス（ソフト）までの一貫体制を備
え、顧客のインフラを中長期にわたってサポートしております。また、顧客に対して長期間の保
守サービスを提供するためには一時的な外部環境の悪化によっても揺らがない一定レベルの財
務基盤が求められます。当社は、74年の事業活動を通じて、一貫体制による信頼の獲得と財務
基盤を備えて参りました。これらは当社の企業価値の源泉であると考えています。

(2) ニーズへの対応力
　顧客インフラに求められる3要素（公共性、継続性、安定性）について、当社では、組織的な
対応を行っています。具体的には、①公共性については、顧客の営業網をカバーする地域に当社
としても拠点進出する等の活動を行っております。②継続性については、保守サービスを提供し
障害に対応する環境を整えております。③安定性については、顧客からの緊急な問合せに対応す
る24時間体制のコンタクトセンター、迅速で適切な対応を可能にする有資格者等を設置・配置
しております。
　個別に、短期的に捉えれば無駄に思えるようなサポートであっても、それらのサポートが有機
的に融合することで顧客との中長期的な関係構築に繋がり、ビジネスとしての採算に見合ってお
ります。この対応力は一朝一夕に構築できるものではなく、今後更に活かすべき当社の企業価値
の源泉であると考えています。

(3) 顧客基盤の厚み
　上記(1)及び(2)の一貫体制等による信頼の社歴と財務基盤、ニーズへの対応力によって、官
公庁、医療・福祉法人、金融機関、民間企業等、数多くの顧客と中長期的な関係構築に至ってお
り、また、これらの顧客において、現在でも保守やリプレースにより長期間の継続した関係性を
維持しております。
　このように当社と取引を頂いている一社一社との信頼関係こそが、決算書に表れない当社の資
産価値であると考えています。

(4) 技術力・開発力を生み出す体制
　数多くの顧客のニーズを聞き、対応方法を検討することが、当社の多種多様で豊富な施工実績
とソフト開発力の向上に繋がっています。その結果として、高い技術力、独自のノウハウ・開発
力が社内に蓄積されております。また、この技術力等を維持・発展させるために、内部教育の継
続による人材育成や組織的な取組み等を継続しています。
　当社の具体的な取組みとして、公的資格の取得補助制度、営業者用・技術者用の育成マニュア
ルの充実、社内での自主的な勉強会の開催等が挙げられます。
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　顧客のインフラや業務処理における問題や課題に真摯に取り組むことができる企業集団とし
ての力が当社の強みであると考えております。

3. 中長期的な企業価値向上に資する取組み
(1) 環境分析

①主力事業に関する市場環境の縮小
　当社の主力事業である固定設備を要するＰＢＸ市場は、世の中のシステムのクラウド化の流
れ同様に、ＰＢＸのクラウド化が進んでおり、５Ｇの環境が整備され高速大容量の通信環境が
充実されることで、その流れがさらに進むものと想定されます。一方で、既存設備の活用や従
来の機能保持ニーズも変わらずに存在することから、一定規模のＰＢＸ市場は残ることを予想
していますが、縮小の傾向は明らかであり、厳しい市場環境であると認識しています。

②照明制御技術の進化
　日本において、照明制御業界では、国内大手電機メーカーの独自規格が浸透しており、世界
の最先端の国際標準制御の規格があまり流通しておりませんでした。しかしながら、事務所内
や商業施設での省エネ照明や演出照明の制御の自由度を高めたい先進的な設計事務所や照明
デザイナー等から、国際標準規格「ＤＡＬＩ」を要望する声が多く聞かれるようになったこと
から、使用した制御システムや設備を導入する施設が増加してまいりました。

(2) 既存事業の収益率の向上及び新規事業の拡大
①既存事業の収益率の向上

　情報通信を中心とした既存事業については、顧客満足度向上の観点から提供するサービス内
容やそれに伴う価値の見直しなどを図ると共に、効率的なオペレーションによる原価低減や働
き方改革による従業員の活動の活性化を図るなど収益率の向上に努めてまいります。

②新規事業の拡大
　新規事業については、あらゆる設備を一元管理するためのシステム「マルチゲートウェイ」
の展開を主軸に据えてまいります。従来の顧客のみならず新たな顧客に対し、マルチゲートウ
ェイの持つ一元管理の利便性を武器に情報通信・制御システムなどの得意分野を活かした上
で、他社との連携による需要の掘り起こしなど、あらゆる施策を駆使した事業拡大を図ってま
いります。

(3) 中期経営計画
　上記(1)の環境分析で記載したように、当社を取り巻く外部環境は劇的な変化を迎えていま
す。当社はこの変化を脅威ではなく、次世代に飛躍するための機会と捉え、事業構造の改革に取
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り組みます。中期経営計画のテーマ「存在意義・再生」を踏まえ、従来の手法や考え方を踏襲す
る保守的な企業文化の変革を図ってまいります。原価意識を強く持つことで既存事業の収益率
向上に加え、他社との協創により「マルチゲートウェイ」を新たな事業の柱として展開してまい
ります。

(4) 企業価値向上に向けた取組み
当社は、以下のような諸施策を実施し、企業価値ひいては株主共同の利益の確保、向上を図っ

ていく所存であります。
①顧客サービスの充実
(a)存在意義を見つめ直すことで、顧客に提供する価値を抜本的に見直すこと
(b)顧客満足度を評価軸に置き、サービス水準を高めること

②社員の意識の改革
(a)「当たり前」を徹底し、実現すること
(b)社員教育を徹底し、人材を活性化すること

③収益構造の把握及びワークスタイル改革による原価低減
(a)個々の原価意識を高め、業務の効率化とコスト削減を図ること
(b)収益性向上のメカニズムを把握し、全社的な収益性改善意識を高めること

④将来に向けた投資と財務基盤の確保
(a)新規事業展開のための開発投資及び人材育成・確保のために先行投資を行うこと
(b)資本コストを意識した財務基盤の確保及び株主還元を実施すること

4. 内部統制体制の構築とコーポレート・ガバナンスの強化
　当社は、企業活動を通して、永続的に社会の発展に寄与することを目指し、その実現のために、
内部統制システムとコーポレート・ガバナンスの充実を図り、公正な経営を実現するとともに、効
率的かつ透明性の高い経営に努めております。
　当社は、監査役会設置会社であり、監査役会において、取締役の業務執行の監視を行い、取締役
会により経営の方針、法令で定められた事項及びその他経営に関する重要事項の決定及び業務執行
状況の監督を行っております。
　当社の監査役会は、常勤監査役1名、非常勤の監査役2名（社外監査役）の計3名で構成され、定
期的に監査役会を開催しており、監査役相互間で情報の共有や意見交換を行い、監査の実効性と効
率性をより高めることに努めております。また、監査役は、取締役会にも出席し、取締役の職務遂
行を監視しております。なお、当社の監査役として、社外監査役を2名選任しており、独立性を強
化しております。
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　当社の取締役会は、取締役7名で構成され、原則毎月1回開催されており、経営の方針、法令で
定められた事項及びその他経営に関する重要事項を決定しております。
　また、当社の取締役会は、独立性が高く、多様な視点を有する社外取締役を3名選任しており、
監督機能及び助言機能を強化しております。なお、取締役の経営責任をより明確にするために、当
社では、取締役の任期を1年にしております。なお、社外取締役3名と社外監査役2名は独立役員と
して株式会社東京証券取引所に届け出ております。
　さらに、当社は執行役員制度を導入し、事業環境の変化に迅速かつ柔軟に対応し、経営方針・経
営戦略の意思決定機能の強化と経営方針・経営戦略に基づいた業務執行を確実かつ効率的に実施し
ております。

三　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防
止するための取組み

1. 本プランの目的
　本プランは、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させることを目的とするものであ
り、上記一に記載した基本方針に沿うものです。
　当社取締役会は、基本方針に定めるとおり、当社の企業価値・株主共同の利益に資さない当社株
式の大量取得行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切である
と考えています。本プランは、こうした不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支
配されることを防止し、当社の企業価値・株主共同の利益に反する当社株式の大量取得行為を抑止
するために、当社株式に対する大量取得行為が行われる際に、株主の皆様が当該大量取得行為につ
いて評価・検討等する時間を確保したうえで、当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案したり必
要な情報を確保すること、株主の皆様のために交渉を行うこと等を可能とすることを目的としてお
ります。

2. 本プランの概要
　本プランは、以下のとおり、当社株券等の大量取得行為を行おうとする者が現れた際に、買収者
に事前の情報提供を求める等、上記目的を実現するために買収者が遵守すべき手続を定めていま
す。また、買収者等は、本プランに係る手続が開始された場合には、当社取締役会又は株主総会に
おいて本プランの発動をしない旨の決議がなされるまでの間、買収を実行してはならないものとさ
れています。

－ 36 －

第5号議案　当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）の継続の件



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2021/05/31 14:18:51 / 20700509_神田通信機株式会社_招集通知（Ｃ）

　買収者が本プランにおいて定められた手続に従わない場合や当社株券等の大量取得行為が当社
の企業価値・株主共同の利益を毀損するおそれがある場合等で、本プラン所定の発動要件を満たす
場合には、当社は、一定の対抗措置（三3.(1)「本プランの発動に係る手続」⑤に定義されます。
以下同じとします。）をとることができるものとします。
　なお、本プランに従って本新株予約権（三3.(1)「本プランの発動に係る手続」①に定義されま
す。以下同じとします。）の無償割当てがなされ、その行使又は当社による取得に伴って買収者等
以外の株主の皆様に当社株式が交付された場合には、買収者等の有する当社の議決権割合は、最大
50%まで希釈化される可能性があります。当社は、本プランに従った本新株予約権の無償割当て
の実施、不実施又は取得等の当社取締役会の判断については、取締役の恣意的判断を排するため、
当社経営陣からの独立性を有する当社社外役員及び社外の有識者から構成される独立委員会の客
観的な判断を経ることとしています。
　また、当社取締役会は、これに加えて、本プラン所定の場合には、株主総会を招集し、本プラン
の発動の是非に関し、株主の皆様の意思を確認することがあります。
　さらに、こうした手続の過程については、株主の皆様への情報開示を通じてその透明性を確保す
ることとしています。
　なお、2021年3月31日現在における当社の大株主の状況は、別紙3「当社の大株主の状況」の
とおりであり、現時点において、当社が特定の第三者から当社株式の大量取得行為を行う旨の提案
を受けている事実はありません。

3. 本プランの内容
(1) 本プランの発動に係る手続

①対象となる買付け等
　本プランは、以下の(a)若しくは(b)に該当する行為又はこれらに類似する行為（これらの
提案(注1)を含みます。）（当社取締役会が承認したものを除き、以下「買付け等」といいま
す。）がなされる場合を適用対象とします。
(a)当社が発行者である株券等(注2)について、保有者(注3)の株券等保有割合(注4)が20%以上と

なる買付けその他一切の行為
(b)当社が発行者である株券等(注5)について、公開買付け(注6)を行う者の株券等所有割合(注7)

及びその特別関係者(注8)の株券等所有割合の合計が20%以上となる公開買付け
　買付け等を行い、又は行おうとする者（以下「買付者等」といいます。）は、予め本プラン
に定められる手続に従うものとし、本プランに従い当社取締役会が新株予約権（その主な内容
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は下記(3)「本新株予約権の無償割当ての概要」に記載のとおりとし、以下「本新株予約権」
といいます。）の無償割当てその他の対抗措置の不実施に関する決議を行い、又は当社株主総
会において本新株予約権の無償割当てその他の対抗措置の実施に係る議案が否決されるまで
の間、買付け等を実行してはならないものとします。

②意向表明書の当社への提出
　買付者等は、買付け等の開始又は実行に先立ち、別途当社の定める書式により、本プランの
手続を遵守する旨の誓約文言等を含む法的拘束力のある書面（買付者等の代表者による署名又
は記名捺印のなされたものとし、また、条件又は留保等は付されてはならないものとしま
す。）及び当該署名又は捺印を行った代表者の資格証明書（以下、これらをあわせて「意向表
明書」といいます。）を当社に対して日本語で提出していただきます（下記③に定める買付説
明書その他買付者等が当社又は独立委員会に提出する資料についても日本語に限るものとし
ます。）。意向表明書には、買付者等の氏名又は名称、住所又は本店、事務所等の所在地、目
的及び事業の内容、設立準拠法、代表者の氏名、日本国内における連絡先並びに企図されてい
る買付け等の概要等を明示していただきます。

③買付者等に対する情報提供の要求
　当社は、意向表明書を受領した日から10営業日以内に、買付説明書（以下に定義されま
す。）の様式（買付者等が当社に提供すべき情報のリストを含みます。）を買付者等に対して
交付いたします。買付者等には、当社が交付した書式に従い、下記の各号に定める情報を含む
当社取締役会又は独立委員会が買付者等の買付け等の内容を検討又は意見を形成するために
必要かつ十分と考える情報（以下「本必要情報」といいます。）を記載した書面（以下「買付
説明書」といいます。）を当社取締役会に対して提出していただきます。当社取締役会は、買
付説明書を受領した場合、速やかにこれを独立委員会（独立委員会の委員の選任基準、決議事
項、決議要件等については、別紙1「独立委員会規則の概要」に、本プランの導入時の独立委
員会の委員の略歴等については、別紙2「独立委員会委員略歴」に、それぞれ記載のとおりで
す。）に送付します。当社取締役会及び独立委員会は、当該買付説明書の記載内容が本必要情
報として不十分であると判断した場合には、買付者等に対し、適宜回答期限を定めたうえ、追
加的に情報を提供するよう求めることがあります。この場合、買付者等においては、当該期限
までに、かかる情報を当社取締役会及び独立委員会双方に追加的に提供していただきます。

記
(a)買付者等及びそのグループ（共同保有者(注9)、特別関係者、買付者等を被支配法人等(注10)

とする者の特別関係者その他の密接関連者）の詳細（名称、沿革、資本関係、財務内容、
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経営成績、過去の法令違反等の有無及び内容、当該買付者等による買付け等と同種の過去
の取引の詳細等を含みます。）(注11)

(b) 買付け等の目的、方法及び内容（対価の価額・種類、時期、関連する取引の仕組み、方法
の適法性、実現可能性等を含みます。）

(c)買付け等の価額及びその算定根拠の詳細
(d)買付者等と第三者との間の当社の株券等に関する合意の詳細、並びに、買付者等による当

社の株券等の過去における取得に関する情報
(e)買付け等の資金の裏付け（買付け等の資金の提供者（実質的提供者を含みます。）の具体

的名称、調達方法、関連する取引の内容を含みます。）
(f)買付け等に関する第三者との間における意思連絡の有無並びにその内容及び当該第三者の

概要
(g)買付け等の後における当社の経営方針、事業計画、資本政策及び配当政策
(h)買付け等の後における当社の株主（買付者等を除きます。）、当社の従業員、取引先、地

域社会その他の当社に係る利害関係者等に対する対応方針
(i)当社の他の株主との間の利益相反を回避するための具体的方策
(j)反社会的勢力との関係に関する情報
(k)その他当社取締役会又は独立委員会が合理的に必要と判断する情報

④買付け等の内容の検討・買付者等との交渉・代替案の検討
(a)当社取締役会に対する情報提供の要求

独立委員会は、買付者等から買付説明書及び当社取締役会又は独立委員会が追加的に提
出を求めた情報（もしあれば）が提出された場合、当社取締役会に対しても、独立委員会
検討期間（下記(b)「独立委員会による検討等」に定義されます。）の範囲内で独立委員
会が適宜設定する回答期限までの間（以下「取締役会検討期間」といいます。）、買付者
等の買付け等の内容に対する意見（留保する旨の意見を含むものとします。以下同じとし
ます。）及びその根拠資料、代替案（もしあれば）その他独立委員会が適宜必要と認める
情報を提供するよう要求することができます。

(b)独立委員会による検討等
独立委員会は、買付者等からの情報等（追加的に提供を要求したものも含みます。）の

提供がなされたと認めた場合、かかる情報等の全てを受領した日から原則として90日が経
過するまでの間（以下「独立委員会検討期間」といいます。）、買付け等の内容の検討・
評価、買付者等と当社取締役会の経営計画・事業計画等に関する情報収集・比較検討、及
び当社取締役会の提示する代替案の検討等を行います。その際、独立委員会は、当社の費
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用で、ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、税理士、コンサルタント
その他の専門家の助言を得ることができるものとします。

また、独立委員会は、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上という観点から当
該買付け等の内容を改善させるために必要であれば、直接又は間接に、当該買付者等と協
議・交渉等を行うことができるものとします。買付者等は、独立委員会が、直接又は間接
に、検討資料その他の情報の提供、協議・交渉等を求めた場合には、速やかにこれに応じ
なければならないものとします。

なお、独立委員会は、買付者等の買付け等の内容及び代替案（もしあれば）の検討、並
びに買付者等との交渉等に必要とされる合理的な範囲内（但し、原則として30日を超えな
いものとします。）で、独立委員会検討期間を延長することができるものとします。

⑤独立委員会の勧告等
　独立委員会は、上記の手続を踏まえ、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させ
るという観点から、買付け等が下記(2)「対抗措置実施の要件」に定める発動事由（以下「発
動事由」と総称します。）に該当すると判断した場合には、当社取締役会に対して、本新株予
約権の無償割当て又はその他法令及び当社定款の下で可能な措置（以下「対抗措置」と総称し
ます。）を実施すべき旨の勧告を行うことができるものとします。なお、独立委員会は、勧告
に際して対抗措置の発動に関して予め株主意思の確認を得るべき旨の留保を付すことができ
るものとします。
　但し、独立委員会は、一旦対抗措置の実施の勧告をした後も、以下のいずれかの事由に該当
すると判断した場合には、対抗措置の中止等に係る新たな勧告を行うことができるものとしま
す。なお、本新株予約権の無償割当てを実施すべき旨の勧告を行った場合においては、独立委
員会は、当該新株予約権の無償割当てに係る権利落ち日の前々営業日までにおいては本新株予
約権の無償割当てを中止し、又は本新株予約権の無償割当ての効力発生日以降本新株予約権の
行使期間の開始日の前日までにおいては本新株予約権を無償にて取得すべき旨の新たな勧告
を行うことができるものとします。

(I) 当該勧告後に買付者等が買付け等を撤回した場合その他買付け等が存しなくなった
場合

(II)当該勧告の判断の前提となった事実関係等に変動が生じる等の理由により発動事由
が存しなくなった場合

　他方、独立委員会は、買付け等について、発動事由に該当しないと判断した場合は、当社取
締役会に対し、対抗措置を実施すべき旨の勧告を行わないものとします。但し、独立委員会
は、一旦対抗措置の実施の勧告を行わない場合であっても、後日、当該判断の前提となった事
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実関係等に変動が生じ、発動事由が存することとなった場合には、対抗措置を実施すべき旨の
新たな勧告を行うことができるものとします。
　上記のほか、独立委員会は、買付け等について、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を
害するおそれがある場合、その理由を付して、株主総会を開催し買付者等の買付け等に関する
株主意思の確認を行うこと等を勧告することもできるものとします。

⑥取締役会の決議
　当社取締役会は、独立委員会から上記⑤に従って勧告を受けた場合、当該勧告を最大限尊重
して、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上という観点から、対抗措置の実施又は不
実施に関する会社法上の機関としての決議を速やかに行うものとします。但し、下記⑦に基づ
き株主総会を開催する場合には、当社取締役会は、当該株主総会の決議に従い取締役会決議を
行うものとします。

⑦株主意思確認総会の招集
　当社取締役会は、(I)独立委員会が、上記⑥に従い、対抗措置の実施に際して株主総会の承
認を得るべき旨の留保を付した場合、若しくは買付者等の買付け等に関する株主意思の確認を
行うことを勧告した場合、又は(II)ある買付け等について発動事由その2の該当可能性が問題
となっており、かつ、当社取締役会が、株主総会の開催に要する時間等を勘案したうえで、善
管注意義務に照らし、株主意思を確認することが適切と判断する場合には、法令等及び定款に
従い、株主総会（以下「株主意思確認総会」といいます。）を遅滞なく招集し、株主の皆様の
意思を確認することとします。大量取得行為に対する対抗措置の発動の要否や内容等につい
て株主意思確認総会において賛同する旨の決議が得られた場合、当社取締役会は、株主意思確
認総会決議に従い、大量取得行為に対する対抗措置を発動します。

⑧情報開示
　当社は、本プランの運用に際しては、適用ある法令又は金融商品取引所の規程・規則等に従
い、本プランの各手続の進捗状況（意向表明書・買付説明書が提出された事実、独立委員会検
討期間が開始した事実、並びに独立委員会検討期間の延長が行われた事実、その期間及び理由
を含みます。）、独立委員会による勧告等の概要、当社取締役会の決議の概要、株主意思確認
総会の決議の概要、その他独立委員会又は当社取締役会が適切と考える事項について、適時に
情報開示を行います。

(2) 対抗措置実施の要件
　本プランを発動して対抗措置を実施するための要件は、下記のとおりです。なお、上記(1)
「本プランの発動に係る手続」⑤のとおり、下記の要件の該当性については、必ず独立委員会の
勧告を経て決定されることになります。
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記
発動事由その1
　本プランに定められた手続に従わない買付け等であり（買付け等の内容を判断するために
合理的に必要とされる時間や情報の提供がなされない場合を含みます。）、かつ対抗措置を
実施することが相当である場合
発動事由その2
　以下の要件のいずれかに該当し、かつ対抗措置を実施することが相当である場合
①以下に掲げる行為等により、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害

をもたらすおそれのある買付け等である場合
(a)株券等を買い占め、その株券等について当社又は当社の関係者に対して高値で買取りを

要求する行為
(b)当社の経営を一時的に支配して、当社の重要な資産等を廉価に取得する等当社の犠牲の

下に買付者等の利益を実現する経営を行うような行為
(c)当社の資産を買付者等やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する

行為
(d)当社の経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関係していない高額資産等を処分さ

せ、その処分利益をもって、一時的な高配当をさせるか、一時的高配当による株価の急
上昇の機会をねらって高値で売り抜ける行為

② 強圧的二段階買付け（最初の買付けで全株式の買付けを勧誘することなく、二段階目の買
付条件を不利に設定し、あるいは明確にしないで、公開買付け等の株式買付けを行うこと
をいいます。）等株主に株式の売却を事実上強要するおそれのある買付け等である場合

③ 買付け等の条件（対価の価額・種類、時期、方法の適法性、実現可能性、買付け等の後の
経営方針又は事業計画、買付け等の後における当社の他の株主、当社の従業員、顧客、取
引先その他の当社に係る利害関係者に対する対応方針等を含みます。）が当社の本源的価
値に鑑み不十分又は不適当な買付け等である場合

④ 当社の企業価値を生み出す上で必要不可欠な当社のブランド力、企業文化又は当社の従業
員、顧客、取引先若しくは地域社会等の利害関係者との関係を損なうことなどにより、当
社の企業価値ひいては株主共同の利益に反する重大なおそれをもたらす買付け等である場
合

⑤ 買付者等に反社会的勢力又はテロ組織と関係を有する者が含まれている場合であるなど公
序良俗の観点から当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると合
理的な根拠をもって判断される場合
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(3) 本新株予約権の無償割当ての概要
　本プランに基づき本新株予約権の無償割当てを実施する場合、当該本新株予約権の無償割当て
の概要は、以下のとおりです。
①本新株予約権の数

　本新株予約権の無償割当てに関する取締役会決議（以下「本新株予約権無償割当て決議」と
いいます。）において別途定める一定の日（以下「割当期日」といいます。）における当社の
最終の発行済株式総数（但し、同時点において当社の有する当社株式の数を控除します。）と
同数とします。

②割当対象株主
　割当期日における当社の最終の株主名簿に記録された当社以外の株主（以下「割当対象株
主」といいます。）に対し、その有する当社株式1株につき本新株予約権1個の割合で、本新
株予約権を割り当てます。

③本新株予約権の無償割当ての効力発生日
　本新株予約権無償割当て決議において別途定める日とします。

④本新株予約権の目的である株式の数
　本新株予約権1個の目的である当社株式の数（以下「対象株式数」といいます。）は、原則
として1株とします。

⑤本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
　本新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、本新株予約権の行使に際して出資
される財産の当社株式1株当たりの価額は、1円を下限として当社株式1株の時価の2分の1の
金額を上限とする金額の範囲内で本新株予約権無償割当て決議において別途定める価額とし
ます。なお、「時価」については、本新株予約権無償割当て決議において別途定めるものとし
ます。

⑥本新株予約権の行使期間
　本新株予約権無償割当て決議において別途定める日を初日（以下、かかる行使期間の初日を
「行使期間開始日」といいます。）とし、1か月間から6か月間までの範囲で本新株予約権無
償割当て決議において別途定める期間とします。

⑦本新株予約権の行使条件
　(I)特定大量保有者(注12)、(II)特定大量保有者の共同保有者、(III)特定大量買付者(注13)、(IV)
特定大量買付者の特別関係者、若しくは(V)上記(I)乃至(IV)に該当する者から本新株予約権を
当社取締役会の承認を得ることなく譲り受け、若しくは承継した者、又は、(VI)上記(I)乃至
(V)に該当する者の関連者(注14)（以下、(I)乃至(VI)に該当する者を「非適格者」と総称しま
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す。）は、一定の例外事由(注15)が存する場合を除き、本新株予約権を行使することができま
せん。
　また、外国の適用法令上、本新株予約権の行使にあたり所定の手続が必要とされる非居住者
も、原則として本新株予約権を行使することができません（但し、非居住者の保有する本新株
予約権も適用法令に従うことを条件として、下記⑨(b)のとおり、当社による当社株式を対価
とする取得の対象となります。）。
　さらに、本新株予約権の行使条件を充足していること等についての表明保証条項、補償条項
その他の誓約文言を含む当社所定の書式による誓約書を提出しない者も、本新株予約権を行使
することができません。

⑧本新株予約権の譲渡
本新株予約権の譲渡による取得については、当社取締役会の承認を要します。

⑨当社による本新株予約権の取得
(a)当社は、行使期間開始日の前日までの間いつでも、当社が本新株予約権を取得することが

適切であると当社取締役会が認める場合には、当社取締役会が別途定める日の到来日をも
って、本新株予約権無償割当て決議で定めるところに従い、本新株予約権全てを無償で取
得することができるものとします。

(b)当社は、当社取締役会が別途定める日の到来日をもって、非適格者以外の者が有する本新
株予約権のうち、当該取締役会が定める日の前日までに未行使のもの全てを取得し、これ
と引換えに、本新株予約権1個につき対象株式数に相当する数の当社株式を交付すること
ができます。また、当社は、かかる取得がなされた日以降に、本新株予約権を有する者の
うち非適格者以外の者が存在すると当社取締役会が認める場合には、上記の取得がなされ
た日より後の当社取締役会が定める日の到来日をもって、当該者の有する本新株予約権の
うち当該当社取締役会が定める日の前日までに未行使のもの全てを取得し、これと引換え
に、本新株予約権1個につき対象株式数に相当する数の当社株式を交付することができる
ものとし、その後も同様とします。

⑩合併、吸収分割、新設分割、株式交換及び株式移転の場合の新株予約権の交付
　本新株予約権無償割当て決議において別途定めるものとします。

⑪新株予約権証券の発行
　本新株予約権に係る新株予約権証券は発行しません。

⑫その他
上記に定めるほか、本新株予約権の内容については、本新株予約権無償割当て決議において

別途定めるものとします。
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(4) 本プランの有効期間、廃止及び変更
　本プランは、本定時株主総会における承認を条件として効力を生じ、本定時株主総会終結後3
年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時まで有効としま
す。但し、その有効期間の満了前であっても、当社取締役会により本プランを廃止する旨の決議
が行われた場合には、本プランは当該決議に従い廃止されるものとします。
　また、当社取締役会は、本プランの有効期間中であっても、本プランに関する法令、金融商品
取引所の規程・規則等の新設又は改廃が行われ、かかる新設又は改廃を反映するのが適切である
場合、誤字脱字等の理由により字句の修正を行うのが適切である場合、又は当社株主に不利益を
与えない場合等本プランの導入の趣旨に反しない場合には、独立委員会の承認を得たうえで、本
プランを修正し、又は変更する場合があります。他方、当社取締役会が、本プランの内容につい
て当社株主の皆様に実質的な影響を与えるような変更を行う場合には、直近で開催される株主総
会に付議し株主の皆様のご承認をいただくこととします。
　当社は、本プランが廃止、修正又は変更された場合には、当該廃止、修正又は変更の事実及び
（修正・変更の場合には）修正・変更の内容その他の事項につき、必要に応じて情報開示を速や
かに行います。

(5) 法令の改正等による修正
　本プランで引用する法令の規定は、2021年5月12日現在施行されている規定を前提としてい
るものであり、同日以後、法令の新設又は改廃により、上記各項に定める条項又は用語の意義等
に修正を加える必要が生じた場合には、当該新設又は改廃の趣旨を考慮のうえ、上記各項に定め
る条項又は用語の意義等を適宜合理的な範囲内で読み替えることができるものとします。

4. 株主及び投資家の皆様への影響
(1) 本プランの導入にあたって株主及び投資家の皆様に与える影響

　本プランの導入にあたっては、本新株予約権の無償割当てを含む対抗措置自体は行われません
ので、株主及び投資家の皆様の有する当社株式に係る法的権利及び経済的利益に対して直接具体
的な影響が生じることはありません。

(2) 本新株予約権の無償割当て時に株主及び投資家の皆様に与える影響
①本新株予約権の無償割当ての手続

　当社取締役会において、本新株予約権無償割当て決議を行った場合には、当該決議において
割当期日を定め、これを公告いたします。この場合、割当対象株主の皆様に対し、その有する
当社株式1株につき1個の本新株予約権が無償で割り当てられます。なお、割当対象株主の皆
様は、本新株予約権の無償割当ての効力発生日において、当然に本新株予約権に係る新株予約
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権者となるため、申込みの手続等は不要です。なお、一旦本新株予約権無償割当て決議がなさ
れた場合であっても、当社は、上記3.(1)「本プランの発動に係る手続」⑤記載の独立委員会
の勧告を最大限尊重し、本新株予約権の無償割当てに係る権利落ち日の前々営業日までにおい
ては、本新株予約権の無償割当てを中止し、又は本新株予約権の無償割当ての効力発生日以降
行使期間開始日の前日までにおいては、本新株予約権全てについてこれを無償で取得する場合
があります。これらの場合には、当社株式1株当たりの価値の希釈化は生じませんので、こう
した希釈化が生じることを前提に売買を行った投資家の皆様は、株価の変動により相応の損害
を受ける可能性があります。

②本新株予約権の行使の手続
　当社は、割当対象株主の皆様に対し、原則として、本新株予約権の行使に際してご提出頂く
書類（行使に係る本新株予約権の内容及び数、本新株予約権を行使する日、当社株式の割当対
象株主の皆様の口座への振替えに必要な情報等の必要事項、並びに株主の皆様ご自身が本新株
予約権の行使条件を充足すること等についての表明保証条項、補償条項その他の誓約文言を含
む当社所定の書式によるものとします。）、その他の書類を送付いたします。本新株予約権の
無償割当て後、株主の皆様においては、本新株予約権の行使期間内に、これらの必要書類を提
出したうえ、原則として、本新株予約権1個当たり1円を下限とし、当社株式1株の時価の2分
の1の金額を上限とする金額の範囲内で本新株予約権無償割当て決議において定める行使価
額に相当する金銭を所定の方法により払い込むことにより、1個の本新株予約権につき原則と
して1株の当社株式が発行されることになります。なお、非適格者による本新株予約権の行使
に関しては、上記3.(3)「本新株予約権の無償割当ての概要」⑦の趣旨に従って、別途当社が
定めるところに従うものとします。
　仮に、株主の皆様が、こうした本新株予約権の行使及び行使価額相当の金銭の払込みを行わ
なければ、他の株主の皆様による本新株予約権の行使により、その保有する当社株式が希釈化
することになります。
　但し、当社は、下記③に記載するところに従って非適格者以外の株主の皆様から本新株予約
権を取得し、それと引換えに当社株式を交付することがあります。当社がかかる取得の手続を
取った場合、非適格者以外の株主の皆様は、原則として、本新株予約権の行使及び行使価額相
当の金銭の払込をせずに当社株式を受領することとなり、その保有する当社株式の希釈化は原
則として生じません。

③当社による本新株予約権の取得の手続
　当社は、当社取締役会が本新株予約権を取得する旨の決定をした場合、法定の手続に従い、
当社取締役会が別途定める日の到来日をもって、非適格者以外の株主の皆様から本新株予約権
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を取得し、これと引換えに、原則として当社株式を交付することがあります。この場合、かか
る株主の皆様は、行使価額相当の金銭を払い込むことなく、当社による当該本新株予約権の取
得の対価として、1個の本新株予約権につき原則として1株の当社株式を受領することになり
ます。但し、この場合、かかる株主の皆様には、別途、当社株式の割当対象株主の皆様の口座
への振替に必要な情報をご提供頂くほか、ご自身が非適格者でないこと等についての表明保証
条項、補償条項その他の誓約文言を含む当社所定の書式による誓約書をご提出頂くことがあり
ます。
　上記のほか、本新株予約権の無償割当てを行う場合における本新株予約権の割当て方法、行
使の方法及び当社による取得の方法の詳細につきましては、本新株予約権無償割当て決議にお
いて決定された後、株主の皆様に対して情報開示又は通知いたしますので、当該内容をご確認
ください。

四　本プランの合理性

　本プランは、経済産業省及び法務省が2005年5月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益
の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益
の確保・向上の原則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を充足しており、
かつ、企業価値研究会が2008年6月30日に公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策
の在り方」の内容を踏まえております。

1. 企業価値・株主共同の利益の確保・向上
　本プランは、当社株券等に対する買付け等がなされた際に、当該買付け等に応じるべきか否かを
株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案（もしあれば）を提案するために必要な情報
や時間を確保し、株主の皆様のために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社
の企業価値ひいては株主共同の利益を確保するための枠組みであり、基本方針の実現に資するもの
です。

2. 株主意思の重視
　上記三3.(4)「本プランの有効期間、廃止及び変更」に記載のとおり、本プランの有効期間は、
本定時株主総会終結後3年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終
結の時までとしており、また、その有効期間の満了前であっても、当社株主総会で選任された取締
役により構成される取締役会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、当該決議
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に従い、廃止されることになります。その意味で、本プランには、株主の皆様のご意向が反映され
ることとなっております。
　また、当社取締役会は、一定の場合に、本プランの発動の是非について、株主意思確認総会にお
いて株主の皆様の意思を確認することとしています。

3. 独立性を有する社外取締役及び社外の有識者等の判断の重視及び第三者専門家等の意見の取得
　本プランの発動等に際しては、当社経営陣から独立性を有する当社社外役員及び社外の有識者か
ら構成される独立委員会による勧告を必ず経ることとされています。
　また、独立委員会は、当社の費用で、専門家等の助言を受けることができるものとされており、
独立委員会による判断の公正さ・客観性がより強く担保される仕組みとなっています。

4. 合理的な客観的要件の設定
　本プランは、上記三3.(1)「本プランの発動に係る手続」⑤及び上記三3.(2)「対抗措置実施の
要件」に記載のとおり、合理的な客観的要件が充足されなければ発動されないように設定されてお
り、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しています。

5. デッドハンド型やスローハンド型の買収防衛策ではないこと
　本プランは、当社の株主総会において選任された取締役で構成される取締役会により廃止するこ
とが可能であるため、デッドハンド型又はノーハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を
交替させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。また、当社においては取締
役の期差任期制は採用されていないため、本プランは、スローハンド型買収防衛策（取締役会の構
成員の交替を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）
でもありません。

以　上

(注1) 「提案」とは、第三者に対する勧誘行為を含みます。

(注2) 金融商品取引法第27条の23第1項に定義されます。本書において別段の定めがない限り同じ
とします。

(注3) 金融商品取引法第27条の23第3項に基づき保有者に含まれる者（当社取締役会がこれに該当す
ると認めた者を含みます。）を含みます。本書において同じとします。
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(注4) 金融商品取引法第27条の23第4項に定義されます。本書において同じとします。

(注5) 金融商品取引法第27条の2第1項に定義されます。

(注6) 金融商品取引法第27条の2第6項に定義されます。本書において同じとします。

(注7) 金融商品取引法第27条の2第8項に定義されます。本書において同じとします。

(注8) 金融商品取引法第27条の2第7項に定義されます（当社取締役会がこれに該当すると認めた者
を含みます。）。但し、同項第1号に掲げる者については、発行者以外の者による株券等の公
開買付けの開示に関する内閣府令第3条第2項で定める者を除きます。本書において同じとし
ます。

(注9) 金融商品取引法第27条の23第5項に規定される共同保有者をいい、同条第6項に基づき共同保
有者とみなされる者を含みます（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）。
本書において同じとします。

(注10)金融商品取引法施行令第9条第5項に定義されます。

(注11)買付者等がファンドの場合は、各組合員その他の構成員について①に準じた情報を含みます。

(注12)原則として、当社が発行者である株券等の保有者で、当該株券等に係る株券等保有割合が20%
以上である者（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）をいいます。但し、
その者が当社の株券等を取得・保有することが当社の企業価値又は株主共同の利益に反しない
と当社取締役会が認めた者その他本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定
める所定の者は、特定大量保有者に該当しないものとします。本書において同じとします。

(注13)原則として、公開買付けによって当社が発行者である株券等（金融商品取引法第27条の2第1
項に定義されます。以下本脚注において同じとします。）の買付け等（同法第27条の2第1項
に定義されます。以下本脚注において同じとします。）を行う旨の公告を行った者で、当該買
付け等の後におけるその者の所有（これに準ずるものとして金融商品取引法施行令第7条第1項
に定める場合を含みます。）に係る株券等の株券等所有割合がその者の特別関係者の株券等所
有割合と合計して20%以上となる者（当社取締役会がこれらに該当すると認めた者を含みま
す。）をいいます。但し、その者が当社の株券等を取得・保有することが当社の企業価値又は
株主共同の利益に反しないと当社取締役会が認めた者その他本新株予約権無償割当て決議にお
いて当社取締役会が別途定める所定の者は、特定大量買付者に該当しないものとします。本書
において同じとします。
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(注14)ある者の「関連者」とは、実質的にその者を支配し、その者に支配され若しくはその者と共同
の支配下にある者（当社取締役会がこれらに該当すると認めた者を含みます。）、又はその者
と実質的に協調して行動する者として当社取締役会が認めた者をいいます。なお、「支配」と
は、他の会社等の「財務及び事業の方針の決定を支配している場合」（会社法施行規則第3条
第3項に定義されます。）をいいます。

(注15)具体的には、(x)買付者等が本新株予約権無償割当て決議後に買付け等を中止若しくは撤回し、
又は爾後買付け等を実施しないことを誓約するとともに、買付者等その他の非適格者が当社が
認める証券会社に委託をして当社株式を処分した場合で、かつ、(y)買付者等の株券等保有割
合（但し、株券等保有割合の計算に当たっては、買付者等やその共同保有者以外の非適格者に
ついても当該買付者等の共同保有者とみなして算定を行うものとし、また、非適格者の保有す
る本新株予約権のうち行使条件が充足されていないものは除外して算定するものとします。）
として当社取締役会が認めた割合（以下「非適格者株券等保有割合」といいます。）が、(i)当
該買付け等の前における非適格者株券等保有割合又は(ii)20％のいずれか低い方を下回ってい
る場合は、当該処分を行った買付者等その他の非適格者は、当該処分がなされた株式の数に相
当する株式の数を目的とする本新株予約権につき、当該下回る割合の範囲内で行使することが
できることなどが例外事由として定められることが予定されています。なお、かかる非適格者
による本新株予約権の行使の条件及び手続等の詳細については、別途本新株予約権無償割当て
決議又は当社取締役会において定めるものとします。
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別紙1
独立委員会規則の概要

・ 独立委員会は、当社取締役会の決議により大量取得行為への対抗措置の発動等に関する取締役会の
恣意的判断を排し、取締役会の判断及び対応の客観性及び合理性を確保することを目的として、設
置される。

・ 独立委員会の委員は3名以上とし、当社の業務執行を行う経営陣から独立した、(i)当社社外取締
役、(ii)当社社外監査役、又は(iii)社外の有識者のいずれかに該当する者の中から、当社取締役会
が選任する。但し、有識者は、実績ある会社経営者、官庁出身者、投資銀行業務若しくは当社の業
務領域に精通する者、弁護士、公認会計士若しくは会社法等を主たる研究対象とする研究者又はこ
れらに準ずる者でなければならず、また、別途当社取締役会が指定する善管注意義務条項等を含む
契約を当社との間で締結した者でなければならない。

・ 独立委員会委員の任期は、本定時株主総会終結後3年以内に終了する事業年度のうち最終のものに
関する定時株主総会の終結の時までとする。但し、当社取締役会の決議により別段の定めをした場
合はこの限りでない。また、当社の社外取締役又は社外監査役であった独立委員会委員が、取締役
又は監査役でなくなった場合（但し、再任された場合を除く。）には、独立委員会委員としての任
期も同時に終了するものとする。

・ 独立委員会は、以下の各号に記載される事項について決定し、その決定の内容を、その理由を付し
て当社取締役会に対して勧告することができる。当社取締役会は、この独立委員会の勧告を最大限
尊重して、会社法上の機関としての決議を速やかに行う（但し、株主意思確認総会を開催する場合
には、当該株主意思確認総会の決議に従う。）。なお、独立委員会の各委員は、こうした決定にあ
たっては、専ら当社の企業価値・株主共同の利益に資するか否かの観点から判断を行うことを要
し、自己又は当社の経営陣の個人的利益を図ることを目的としてはならない。
① 本新株予約権の無償割当ての実施又は不実施
② 買付者等の買付け等に関する株主意思の確認
③ 本新株予約権の無償割当ての中止又は本新株予約権の無償取得
④ 本プランの対象となる買付け等への該当性の判断
⑤ 買付者等及び当社取締役会が独立委員会に提供すべき情報及びその回答期限の決定
⑥ 買付者等の買付け等の内容の精査・検討
⑦ 買付者等との間の協議・交渉
⑧ 当社取締役会に対する代替案の提出の要求・代替案の検討
⑨ 独立委員会検討期間の延長の決定
⑩ 株主意思確認総会招集の要否及びその目的の決定
⑪ 本プランの修正又は変更に係る承認
⑫ その他本プランにおいて独立委員会が行うことができると定められた事項
⑬ 当社取締役会が別途独立委員会が行うことができるものと定めた事項

・ 独立委員会は、必要な情報収集を行うため、当社又は当社グループ会社の取締役、監査役、執行
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役員、従業員その他独立委員会が必要と認める者の出席を要求し、独立委員会が求める事項に関す
る説明を求めることができる。

・ 独立委員会は、当社の費用で、当社の業務執行を行う経営陣から独立した専門家（投資銀行、証券
会社、ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、税理士、コンサルタントその他の
専門家を含む。）の助言を得ること等ができる。

・ 各独立委員会委員は、買付け等がなされた場合その他いつでも独立委員会を招集することができ
る。

・ 独立委員会の決議は、原則として、独立委員会委員の過半数が出席（テレビ会議又は電話会議によ
る出席を含む。以下同じとする。）し、その過半数をもってこれを行う。

・独立委員会の議長は、各独立委員会委員の互選により選定される。
以　上
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別紙2
独立委員会委員略歴

【氏名】前島　啓一（まえしま　けいいち）（1949年5月29日生）
【略歴】1973年  4月　三菱地所株式会社入社
　　　　1999年12月　同社環境設備部長
　　　　2001年  6月　株式会社三菱地所設計設備設計部長
　　　　2003年10月　丸の内熱供給株式会社技術部長
　　　　2004年  6月　同社専務取締役
　　　　2012年  4月　三菱地所ビルマネジメント株式会社（現　三菱地所プロパティマネジメ
　　　　　　　　　　　ント株式会社）取締役
　　　　2015年  6月　当社社外取締役（現任）

（注）前島啓一氏は、当社社外取締役です。同氏と当社との間に特別の利害関係はありません。
また、当社は、東京証券取引所に対し、同氏を当社の独立役員として届け出ております。

【氏名】橋本　光（はしもと　ひかる）（1947年9月15日生）
【略歴】1970年  4月　山一證券株式会社入社
　　　　1998年  6月　松井証券株式会社取締役
　　　　2000年  7月　株式会社ジャスダック・サービス（現　株式会社日本取引所グループ）
　　　　　　　　　　　入社
　　　　2006年  6月　同社執行役ステークスホルダーズ本部副本部長兼IR支援部長
　　　　2008年  6月　旭ホームズ株式会社社外取締役
　　　　2008年12月　IMV株式会社社外監査役（現任）
　　　　2010年  6月　当社社外監査役
　　　　2011年  3月　株式会社C&Gシステムズ社外監査役
　　　　2015年  5月　株式会社C&Gシステムズ社外取締役（現任）
　　　　2016年  6月　当社社外取締役（現任）

（注）橋本光氏は、当社社外取締役です。同氏と当社との間に特別の利害関係はありません。ま
た、当社は、東京証券取引所に対し、同氏を当社の独立役員として届け出ております。
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【氏名】土生　哲也（はぶ　てつや）（1965年4月9日生）
【略歴】1989年  4月　日本開発銀行（現　株式会社日本政策投資銀行）入社
　　　　2000年12月　弁理士登録
　　　　2001年10月　土生特許事務所所長（現任）
　　　　2002年10月　株式会社IPV研究所代表取締役（現任）
　　　　2016年  6月　当社社外監査役
　　　　2019年  6月　当社社外取締役（現任）

（注）土生哲也氏は、当社社外取締役です。同氏と当社との間に特別の利害関係はありません。
また、当社は、東京証券取引所に対し、同氏を当社の独立役員として届け出ております。

【氏名】大塚　有希子（おおつか　ゆきこ）（1966年2月21日生）
【略歴】1988年  4月　株式会社幸福銀行入社
　　　　2000年  6月　安達社会保険労務士事務所パートナー（現任）
　　　　2007年  9月　株式会社富士ゼロックス総合教育研究所専任講師
　　　　2010年10月　慶應義塾大学システムデザイン・マネジメント研究科講師（現任）
　　　　2011年  4月　産業技術大学院大学非常勤講師
　　　　2019年  6月　当社社外監査役（現任）

（注）大塚有希子氏は、当社社外監査役です。同氏と当社との間に特別の利害関係はありません。
また、当社は、東京証券取引所に対し、同氏を当社の独立役員として届け出ております。

【氏名】東　志穂（あずま　しほ）（1975年4月22日生）
【略歴】2006年10月　弁護士登録　第一芙蓉法律事務所入所
　　　　2014年10月　第一芙蓉法律事務所パートナー（現任）
　　　　2019年  6月　当社社外監査役（現任）

（注）東志穂氏は、当社社外監査役です。同氏と当社との間に特別の利害関係はありません。ま
た、当社は、東京証券取引所に対し、同氏を当社の独立役員として届け出ております。

以　上
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別紙3
当社の大株主の状況

2021年3月31日現在の当社の大株主の状況は次のとおりであります。

氏名又は名称 所有株式数（株） 発行済株式総数に対する所有株
式数の割合（％）

佐藤　正 288,000 10.98

光通信株式会社 237,400 9.05

佐山　浄徳 228,507 8.71

神田通信機従業員持株会 124,874 4.76

株式会社UHPartners2 112,800 4.30

平野　博美 112,700 4.30

松丸　美佐保 82,083 3.13

神部　雅人 78,716 3.00

水元　公仁 69,200 2.64

佐藤　久世 61,200 2.33

（注）当社は、上記のほか自己株式203,493株を保有しております。
以　上
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株主総会会場ご案内図
東京都千代田区神田富山町24番地

当社７階会議室
電話（03）3252-7731（代）

神　田　駅

東京メトロ銀座線神田駅出口

スターバックス

JR線至東京

至秋葉原

至新宿

東日本銀行

みずほ銀行 徳力本店

北口

東口

南口

神田通信機(株)
本　　　　　社

至 秋
葉原

至 日
本橋

徳力ビル

ＪＲ東日本山手線、中央線、京浜東北線、東京メトロ銀座線「神田駅」
下車徒歩３分

地図


